なら食と農の魅力創造国際大学校附属セミナーハウス
指定管理者募集に関する様式集
－目次・留意事項－
１．現地説明会・質問等関係書類
	番号
	提出書類
	様式
	部数

	1
	現地説明会参加等申込書
	様式１
	－

	2
	質問連絡票
	様式２
	－


　
２．指定申請関係書類（事業計画書以外）
	番号
	提出書類
	様式
	部数

	3
	指定管理者指定申請書
	様式３
	１部

	4
	法人等の団体概要書
	様式４
	１部

	5
	グループ構成員表
	様式５
	１部

	6
	グループ委任状
	様式６
	１部

	7
	法人等の定款若しくは寄付行為又はこれに準ずる書類
	写し
	１部

	8
	申請者の資格を証する書類

・法人にあっては、申請日前３ヶ月以内に交付された登記事項証明書

・法人格のない団体にあっては、申請日前３ヶ月以内に交付された代表者の住民票の写し（ただし、代表者が外国人である場合にあっては、在留カード又は特別永住者証明書の写し）
	原本
	１部

	9
	法人等の役員名簿（監事、監査役を含む）
	任意様式
	１部

	10
	欠格条項に該当しない旨の申立書
	様式７
	１部


３．事業計画関係書類
	番号
	提出書類
	様式
	部数

	11
	事業計画書
	１５部

	
	１．業務を行うにあたっての基本方針
	様式８－１
	

	
	２．施設の維持管理計画、管理執行体制
	様式８－２
	

	
	３．設置目的の効果的な達成
	様式８－３
	

	
	４．広報・誘客の取組
	様式８－４
	

	
	５．効率的な管理運営
	様式８－５
	

	
	６．収支計画
	様式８－６
	

	12
	７．年度別収支計画
	様式９
	

	
	
	収支計画の算定根拠となる資料
	任意様式
	

	13
	類似施設の管理運営実績
	様式１０
	

	14
	類似施設の管理運営実績を証する書面（契約書の写し等）
	写し
	１部


	15
	総括責任者の業務実績
	様式１１
	１５部

	16
	事業報告書、財産目録、貸借対照表、損益計算書その他法人等の事業及び財務の状況を明らかにすることができる書類（直近の３年度分）
	任意様式
	１５部

	17
	提案者の今年度の事業計画書及び収支予算書
	任意様式
	１５部

	18
	４(1)応募資格②オに該当しない旨の証明書
	原本
	１部

	19
	グループ協定書の写し
	任意様式
(参考様式あり)
	１部

	20
	評価項目算定資料一覧表
	様式１２
	１部

	
	
	選択した評価項目コースに応じた提出書類
	
	１部


注１　提出書類は、Ａ４判縦を使用し、文字の大きさは10.5ポイント以上とすること。ただし、図表内の文字については、この限りでない。
注２　提出書類の枚数は、各様式の下欄に枚数制限の記載がある場合を除き、制限しない。
注３　５、６、１９はグループで応募する場合に提出すること。
注４　グループで応募する場合、４及び７～１０、１６～１８については、構成員ごとに提出すること。
注５　提出書類番号９法人等の役員名簿には、氏名のほか、よみがな、生年月日を記載すること。
注６　提出書類番号３から２０までは、提出部数欄に「１部」と記載している書類は正本のみ、「１５部」と記載している書類は正本１部及び副本14部を提出すること。編冊は提出書類一覧の番号順とし、各ページの下部余白に通しのページ番号を付した上で、左綴じとすること。
注７　事業計画書は、別紙５「選定審査基準及び審査のポイント・着眼点並びに配点」を参考に作成し、応募者が特に提案したい事項については、具体的かつ分かりやすく記載すること。なお、審査のポイントは例示であり、審査に当たっては、関連する提案内容についても総合的に評価する場合がある。
注８　事業計画書は、各様式の所定欄に記載すること。ただし、記載内容に応じて枠の大きさは適宜変更して差し支えない。また、様式に記載されている注釈については、提出時に削除して差し支えない。
注９　共同事業体（グループ）で応募する場合は、グループ協定書を提出すること。なお、協定書は参考様式を参考に作成すること。
注１０　類似施設の管理運営実績は、類似施設の管理運営実績を有する構成員ごとに作成し、提出すること。
注１１　このほか、各様式に記載された注意事項を確認の上、作成すること。
様式１
令和　　年　　月　　日
現地説明会参加申込書
奈良県知事　　　　　　殿
なら食と農の魅力創造国際大学校附属セミナーハウス指定管理者募集に係る現地説明会への参加を、次のとおり申し込みます。
	参加団体
	団体名
	

	
	所在地
	

	
	代表者名
	


	出席者
	氏名（１）
	

	
	氏名（２）
	

	
	電話
	当日の連絡先〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

	
	E-mail
	


注１　１団体（共同事業体の場合は１グループ）につき参加者は２名までとする。
注２　募集要項等は当日配布しないため、各自持参すること。
様式２
質　問　連　絡　票
令和　　年　　月　　日
奈良県知事　　　　　　殿
なら食と農の魅力創造国際大学校附属セミナーハウス指定管理者募集に関する募集要項等について、次のとおり質問がありますので、提出します。
	提出者
	団体名
	

	
	所在地
	

	
	部署名
	

	
	担当者名
	

	
	電話
	

	
	Ｅ－ｍａｉｌ
	


	質問No.
	資料名
	ページ
	項目名
	質問事項

	記入例
	募集要項
	18
	(2)応募資格
	質問事項がある場合には、具体的に記入して下さい。

	１
	
	
	
	

	２
	
	
	
	

	３
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注1 質問は、１行につき１問とし、簡潔にまとめて記載すること。
注2 行が足りない場合は、行数を増やして記載すること。
注3 列の追加、削除や表の書式変更等は行わないこと。
注4 質問事項は募集要項、仕様書等の内容に関するものに限る。
様式３

指定管理者指定申請書
令和　　年　　月　　日　　
奈良県知事　　　　　　殿
（共同事業体名）　　　　　　　　　　　　　　　　　
（代表構成員）　　　　　　　　　　　　　　　　　
所 在 地　　　　　　　　　　　　　　　　
申請者　　団 体 名　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　印
（構成員）　　　　　　　　　　　　　　　　　
所 在 地　　　　　　　　　　　　　　　　
団 体 名                                

代表者名                              印

（構成員）　　　　　　　　　　　　　　　　　
所 在 地　　　　　　　　　　　　　　　　
団 体 名                                

代表者名                              印

　　なら食と農の魅力創造国際大学校条例第13条第３項の規定により、指定管理者の指定を受けたいので、関係書類を添えて申請します。
注１　グループで応募する場合は、共同事業体名の記載、及び全構成員の記名押印をすること。
様式４
法人等の団体概要書
　　　　　　　　　　（令和　　年　　月　　日現在）
	共同事業体名
	

	団体名
	

	所在地
	

	代表者
	

	電話番号
	

	設立年月日
	　　　　　　年　　　月　　　日

	資本金
	

	主な
事業内容
	

	従業員数
	

	連絡担当者
	【所属】
【氏名】
【電話】
【E-mail】


注1　１枚以内に記載すること。枠の大きさは適宜変更して構わない。
注2　「共同事業体名」は共同事業体で応募する場合のみ記載すること。
様式５
グループ構成員表
	共同事業体名
	


１．代表構成員
	団体名
	

	所在地
	

	代表者氏名
	

	担当予定業務
	


２．構成員
	団体名
	

	所在地
	

	代表者氏名
	

	担当予定業務
	


	団体名
	

	所在地
	

	代表者氏名
	

	担当予定業務
	


	団体名
	

	所在地
	

	代表者氏名
	

	担当予定業務
	


注１　構成員の記入欄が足りない場合は、記入欄を複写し追加すること。
様式６
令和　　年　　月　　日
奈良県知事　　　　　　殿
グループ委任状
	構成員
	所　在　地
団　体　名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	構成員
	所　在　地
団　体　名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	構成員
	所　在　地
団　体　名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　　　　　　　　　


　私は、下記の者を代表構成員とし、指定申請書の提出日から共同事業体が存続する間、次の権限を委任します。
記
	受任者
（代表構成員）
	所　在　地
団　体　名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　　　　　　　　　

	委任事項
	１　指定管理者の指定申請に関する関係書類の作成及び提出
２　指定管理者の指定を受けた場合における、奈良県との基本協定の締結

	業務名
	なら食と農の魅力創造国際大学校附属セミナーハウス指定管理業務


注１　構成員の欄が足りない場合は、追加すること。
様式７
令和　　年　　月　　日
奈良県知事　　　　　　殿
申請者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　
　団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　印　
　　　　　　　　　　　　
欠格条項に該当しない旨の申立書
なら食と農の魅力創造国際大学校附属セミナーハウスの指定管理者の指定申請にあたり、下記の事項に該当しないことを申し立てます。
なお、指定申請の後、該当することが判明したとき及び該当する事態になったときは、速やかに貴職あてに申し出るとともに、指定管理者の不選定や指定取消等の処分を受けることがあっても、何ら異議のないことを誓約します。また、私（法人の場合は法人、その他の団体の場合は代表者）が納付すべき税について、奈良県が当該税の納付状況の調査を行うことに同意します。
記
　なら食と農の魅力創造国際大学校附属セミナーハウス指定管理者募集要項に定める
「４．申請の手続き　（１）応募資格②」
注１　グループで応募する場合は、構成員それぞれが提出すること。
様式８－１
事　業　計　画　書
	団体名（共同事業体名）
	


（１）業務を行うにあたっての基本方針
	


様式８－２
事　業　計　画　書
	団体名（共同事業体名）
	


（２）施設の維持管理計画、管理執行体制
	


注　年間作業計画書（任意様式）を添付すること
様式８－３
事　業　計　画　書
	団体名（共同事業体名）
	


（３）設置目的の効果的な達成
	


様式８－４
事　業　計　画　書
	団体名（共同事業体名）
	


（４）広報・誘客の取組
	


様式８－５
事　業　計　画　書
	団体名（共同事業体名）
	


（５）効率的な管理運営
	


様式８－６
事　業　計　画　書
	団体名（共同事業体名）
	


（６）収支計画
	

	提案する指定期間の委託料
（令和９年４月1日から令和12年３月31日までの総額。消費税及び地方消費税額を含む）

	提案価格
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円


注1　提案価格は、様式９に記載した指定管理委託料の合計額と一致すること。
注2　県が提示した指定期間の委託料上限額（108,480,000円）を上回る額を記載しないこと。
[image: image1.emf]様式９（excel）

（単位：千円）

令和９年度 令和10年度 令和11年度 合計

収入 指定管理委託料（a）

宿泊室収入

貸室収入（備品使用料含む）

カフェレストラン収入

利用料金収入　計（b）

指定管理業務　計（c＝a+b)

自主事業収入(○○事業)

自主事業収入(○○事業)

自主事業　計（d）

収入　計（e＝c+d）

常時雇用

臨時雇用

人件費　計（f）

保守点検費

清掃業務費

委託手数料

貸借料

警備業務費

植栽管理費

保険料

修繕費

その他経費

施設管理費　計（g）

売上原価

販売管理費

レストラン運営費　計（h）

光熱水費

通信費

運賃費

旅費交通費

委託手数料

広報費

消耗品費

宿泊原価

その他経費

運営費　計（i）

指定管理業務　計（j＝f+g+h+i）

運営費

その他経費

自主事業　計（k）

支出　計（l＝j+k）

指定管理業務　収支差額（c-j)

自主事業　収支差額（d-k）

全体　収支差額（e－l）



年度別収支計画



支出


注1　収支計画の算定根拠となる資料がある場合は、添付すること。
様式１０
類似施設の管理運営実績
	団体名
	
	共同事業体名
	

	施設名
	
	所在地
（市町村まで）
	

	施設の概要
	

	受託年月日
	○○年○○月○○日　～　○○年○○月○○日

	業務内容
	

	受託形態
（指定管理・委託など）
	

	施設名
	
	所在地
（市町村まで）
	

	施設の概要
	

	受託年月日
	○○年○○月○○日　～　○○年○○月○○日

	業務内容
	

	受託形態
（指定管理・委託など）
	


注１　記載する実績は、本施設で担当する業務と同種又は類似する業務について、過去に元請けとして実施したもの（共同事業体の構成員として実施したものを含む。）とする。
注2　記載した業務実績については、その内容を確認できる契約書、協定書等の写し（業務名、契約相手方、契約期間及び業務内容が確認できる部分）を添付すること。
様式11
総括責任者の業務実績
	氏名
	
	生年月日
	　　　　年　　月　　日

	（共同事業体名）
	

	団体名
	

	所属・役職
	

	保有資格
（名称及び分野等）
	

	業務名
	

	受託年月日
	○○年○○月○○日　～　○○年○○月○○日

	受託形態
（指定管理・委託など）
	

	業務内容
	

	業務名
	

	受託年月日
	○○年○○月○○日　～　○○年○○月○○日

	受託形態
（指定管理・委託など）
	

	業務内容
	


注１　総括責任者として配置を予定している者について、過去に担当した本施設と同種又は類似する施設の管理運営に係る業務実績を２件まで記載すること。なお、共同事業体の構成員として従事した実績も記載できるものとする。
注２　業務内容欄には、担当した業務の概要のほか、役割（役職）、担当期間（担当年数）及び主な実績を具体的に記載すること。
注３　記載は１枚以内とし、必要に応じて枠の大きさは変更して差し支えない。
　　（参考様式）
グループ協定書
　○○○○○○○○（以下「甲」という。）と○○○○○○○○（以下「乙」という。）とは、なら食と農の魅力創造国際大学校附属セミナーハウスの指定管理者として応募するにあたり、当施設の管理運営に関する業務について、次のとおり「○○○○グループ（共同事業体）協定書」（以下「協定書」という。）を締結する。
（目的）
第１条　本協定書は、なら食と農の魅力創造国際大学校附属セミナーハウスの指定管理者として応募する甲、乙が行う当該施設の管理運営業務に関し、必要な事項を定めるものとする。
（名称）
第２条　当共同事業体は、○○○○・○○○○共同事業体（以下「共同事業体」という。）と称する。
（事務所の所在地）
第３条　当共同事業体の事務所は、○○市○町○丁目○番○号に置く。
　（成立の時期及び解散の時期）
第４条　当共同事業体は、令和○○年○○月○○日に成立し、指定管理期間が終了し、県との協定に基づく一切の権利義務を履行するまでの間は解散することができない。
２　指定管理者として指定されなかったときは、当共同事業体は、前項の規定にかかわらず、指定管理者として指定されなかった日に解散するものとする。
（構成員の住所及び名称）
第５条　当共同事業体の構成員は次のとおりとする。
　　　　　　甲　住所　○○○○○○○　○丁目○番○号
　　　　　　　　名称　○○○○
　　　　　　乙　住所　○○○○○○○　○丁目○番○号
　　　　　　　　名称　○○○○
（代表団体）
第６条　当共同事業体の代表団体は、○○○○とする。
（代表者の権限）
第７条　当共同事業体の代表者は、当施設の管理運営に関し、奈良県その他関係機関との協議を行う権限並びに自己の名義をもって指定管理料の請求、受領及び当共同事業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。
（業務分担）
第８条　甲及び乙は、指定管理者の業務について、次の業務分担によりそれぞれの分担業務を誠実に履行するとともに、相互に支援・協力を行うものとする。
２　甲の担当業務
３　乙の担当業務
（構成員の責任）
第９条　各構成員は、当施設の管理運営に関し連帯して責任を負うものとする。
（指定管理料）
第10条　甲は、指定管理者の代表として、奈良県から指定管理料を受領するものとし、受領後、乙へ本協定書第１１条で定める割合に見合う額を支払うものとする。
（指定管理料の受領割合等）
第11条 甲及び乙が受領する指定管理料の受領割合は次のとおりとする。
　　　　　　甲　○○○○　　○○％
　　　　　　乙　○○○○　　○○％
　（権利義務の譲渡の制限）
第12条　本協定書に基づく権利義務は、他人に譲渡することはできない。
　（構成員の脱退に対する措置）
第13条　構成員は、当共同事業体が県との協定に基づく義務が終了するまで脱退することができない。
　（構成員の破産又は解散に対する措置）
第14条　構成員のうちいずれかが指定管理期間において破産手続開始決定を受け、又は解散した場合においては、奈良県が認めた場合、残存構成員が共同連帯して当該構成員の分担業務を履行するものとする。
（事業年度及び決算）
第15条　当共同事業体の事業年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日（初年度については設立の日から翌年３月３１日）までとし、事業年度末に決算を行い、決算書を作成する。
（欠損金の負担の割合）
第16条　前条の規定による決算の結果、欠損が生じた場合、甲及び乙は本協定書第１１条の割合によって、欠損を負担する。
（協定書に定めのない事項）
第17条　本協定書に定めない事項については、甲、乙協議の上、定めるものとする。
　
上記のとおり○○○○・○○○○共同事業体協定書を締結したことの証拠として、この協定書正本２通及び副本１通を作成し、甲及び乙が記名押印の上、正本については甲及び乙各自が所持し、副本１通については奈良県に提出する。
令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○○○・○○○○共同事業体
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　甲　代表者　○○○○○○○○○　○丁目○番○号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○○○○○○○○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　○○○　○○○
　　　　　　　　　　　　　　
乙　構成者　○○○○○○○○○　○丁目○番○号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○○○○○○○○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　○○○　○○○
注１　グループで応募する場合は、上記各条項を参考に共同事業体の協定書を作成し、写しを提出すること。
